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・改版履歴を追加 

・序章を追加 

・最適化対象範囲の変更点を反映 

・再構築方針の変更点を反映 

・調達単位の変更点を反映 

・調達スケジュールの変更点を反映 

・再構築推進体制の変更点を反映 

・ＩＴガバナンス推進体制の変更点を反映 

・ＩＴガバナンス推進スケジュールの変更点を反映 
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序章 基本計画の改定にあたって 

1. 改訂の趣旨 

岐阜市情報システム最適化基本計画（以下、「基本計画」という。）は、「市民サービスの向上」、「行政経費

の削減」、「行政内部事務の効率化」を目的とし、これらを実現するための「情報システムの再構築」と「ＩＴガバ

ナンスの強化」を柱として、平成２２年３月に策定されました。 

その後４年が経過して、情報システムの再構築については、平成２２年度から平成２５年度に位置付けた一

次開発が終了し、平成２８年度までの二次開発が実行段階に移行しており、また、ＩＴガバナンスの強化につ

いては、実施状況が創成期から成熟期を迎える過程の中で、社会情勢の変化や国の動向などから、現在の

状況が基本計画策定当時とは異なる面も出てきています。 

今回の改定は、当初の目的、基本方針に沿うことを原則とし、社会情勢の変化や国の動向と整合性を図り

つつ、既に見直した点や今後の予定について反映するものです。 

計画の期間は、平成２２年度から平成２８年度までの７年間とします。ただし、社会情勢の変化などにより、

随時計画の見直しを検討します。 
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1. 事業の背景と目的 

1.1. 背景 
地方分権の推進、限られた財源と人員の制約、市民ニーズの多様化とともに複雑化する行政事務、度重なる

制度改正によるＩＴコストの増大など、地方自治体は、行政経営をとりまく環境の変化に迅速かつ適正なコストで

対応していかなければならない状況にある。 

岐阜市では、そのような状況を踏まえ、「ぎふ躍動プラン・21（岐阜市総合計画）（基本計画 2008）」及び「新

行政改革大綱」において、以下の方針を定めている。 

 

 

＜本事業の上位計画＞ 

ぎふ躍動プラン・21（岐阜市総合計画）（基本計画2008）

Ⅴ 行政を効率化しよう計画

┗ 1．ICT（情報通信技術）の活用などによる市民サービスの向上

┗ 情報システムの全体最適化の促進

情報システムの全体最適化を図り、

情報システムの運用コストの削減を図るとともに、

各情報システム間の連携やデータの共有化により、

効率的な行政運営を図ります。

ぎふ躍動プラン・21（岐阜市総合計画）（基本計画2008）

Ⅴ 行政を効率化しよう計画

┗ 1．ICT（情報通信技術）の活用などによる市民サービスの向上

┗ 情報システムの全体最適化の促進

情報システムの全体最適化を図り、

情報システムの運用コストの削減を図るとともに、

各情報システム間の連携やデータの共有化により、

効率的な行政運営を図ります。

 

 

 

新行政改革大綱
≪目標≫変革の時代にふさわしい行政システム

Ⅰ生活者の視点に立った的確な行政サービスの提供
1 ＩＴ(情報通信技術)の活用などによる市民サービスの向上

(1)窓口サービスの向上
(2)わかりやすい事務手続の推進
(3)行政サービスの情報化の推進
(4)地域情報化の円滑な推進

Ⅲ行政経営の視点に立った効率的な行政経営システムの確立
7 行政情報化の推進による事務効率の向上

(1)事務の効率化
(2)行政事務の情報化

新行政改革大綱
≪目標≫変革の時代にふさわしい行政システム

Ⅰ生活者の視点に立った的確な行政サービスの提供
1 ＩＴ(情報通信技術)の活用などによる市民サービスの向上

(1)窓口サービスの向上
(2)わかりやすい事務手続の推進
(3)行政サービスの情報化の推進
(4)地域情報化の円滑な推進

Ⅲ行政経営の視点に立った効率的な行政経営システムの確立
7 行政情報化の推進による事務効率の向上

(1)事務の効率化
(2)行政事務の情報化
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1.2. 目的 
1.1 の上位計画にそって、本事業では、「市民サービスの向上」、「行政経費の削減」、「行政内部事務の効率

化」を事業目的とし、それらを実現するために必要な「業務改革」、それらの実現のために資する「情報システム

の最適化」、それら実現後の維持・向上のための「ＩＴガバナンスの強化」について具体的な方策を検討する。 

 

 

 

1.3. 検討の対象範囲 
検討の対象範囲について、原則、岐阜市における全てのネットワーク及び情報システムを対象とする。 

しかし、以下に示すような組織は、それらの組織が担う事務の特殊性や独立性、将来的な民間への委託の可

能性なども考慮し、最適化の検討については、別途協議の上、進めることとする。 

・ 岐阜市民病院 ・ 岐阜市立薬科大学 ・ 消防本部 

・ 岐阜市立女子短期大学 ・ 上下水道事業部 ・ 教育委員会 など 

 

 

1.4. 情報システムの概況 
岐阜市が保有する情報システムは、その特性により、以下の３つに分類される。 

 

分類 説明 システム数 

①一般システム 各所管課で管理・運用している情報システム 

（ただし②③を除く） 

123システム 

②小規模システム スタンドアローンの単体システムや、一般システムの機

能補助を目的としたツール（Access、Excelなど使用） 

343システム 

③小規模システム 

 （汎用機処理分） 

汎用機内に構築した機能補助などを目的としたツール 

 

228システム 
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2. 最適化の基本方針 

2.1. 最適化の基本方針 
1.1、1.2 の背景、目的で示した本事業の上位計画ならびに、その上位計画にそって本事業で実現すべき目

的とその実現方策を基礎とし、岐阜市の業務やシステムの状況などの内部環境に適合し、国・県・他市町村の

政策や技術動向と乖離することがないようにするため、現状システムの評価・分析結果や各種動向調査の結果

を加味して、最適化の基本方針として次の４つを定める。 

 

● 窓口ワンストップサービス実現のための業務改革（自治体ＥＡ） 

● オープン化・標準化された技術・規格の採用（地域情報プラットフォーム、パッケージ） 

● サーバ・ネットワーク統合/共有データ一元化/保守・運用の集約 

● ＩＴガバナンス強化のための体制作りと手順の標準化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には、①住民情報系、②内部事務系で共通とする機能、データ、ハードウェア、ＯＳなどを一元的に管

理し、また各情報システム間の連携を担う共通基盤を整備し、一元的に運用管理する。 
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2.2. 将来イメージのロードマップ 
将来的には、地方公共団体間の情報システムを統合化・集約化し、共同利用することで、情報システムの構

築・運用などの効率化・低コスト化が見込める自治体クラウドの利用が期待されている。一方、現状では、地方自

治体の業務・機能の標準化の動きとして、自治体ＥＡや地域情報ＰＦなどかあり、各自治体、ＩＴ事業者がこれら

を採用する流れとなってきている。 

自治体クラウドについては、2009 年度（平成 21 年度）に「自治体クラウド開発実証事業」が開始されたばかり

であり、本事業の最適化の中で、具体的な方策として今すぐ活用するというのは時期尚早である。 

以上から、現時点においては、全国的に地方自治体の業務・機能が標準化された仕組みを採用して再構築

を図り、ＩＴガバナンスを強化してこれを維持することで、将来期待される自治体クラウドに備えることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自
治
体
の
流
れ

自
治
体
の
流
れ

現 状現 状

今回の
最適化

今回の
最適化

国の動向

岐阜市
共同利用

岐阜市個別対応岐阜市個別対応

標準化された

業務・機能の共同利用

標準化された

業務・機能の共同利用

自治体クラウド構想（総務省）
（H21年度～実証実験段階）

（現時点は小規模自治体対象）

自治体クラウド構想（総務省）
（H21年度～実証実験段階）

（現時点は小規模自治体対象）

将来の「自治体クラウド」移行に向けたステップ
現段階⇒◆標準化準拠したしくみを採用し再構築

◆ＩＴガバナンスの確立

将来の「自治体クラウド」移行に向けたステップ
現段階⇒◆標準化準拠したしくみを採用し再構築

◆ＩＴガバナンスの確立

自治体の業務・機能標準化自治体の業務・機能標準化

自治体ＥＡ
（総務省）

自治体ＥＡ
（総務省）

地域情報プラットフォーム
（総務省）

地域情報プラットフォーム
（総務省）

各事
業者

準拠
ﾊﾟｯｹ

ｰｼﾞ
提供各事

業者

準拠
ﾊﾟｯｹ

ｰｼﾞ
提供

各自
治体

準拠
ﾊﾟｯｹ

ｰｼﾞ
採用各自

治体

準拠
ﾊﾟｯｹ

ｰｼﾞ
採用
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3. 再構築対象システム 

3.1. 再構築対象システムの選定方針 
2.1の最適化の基本方針を踏まえ、再構築対象となる情報システムの選定方針を以下のとおりとする。 

 

● 窓口ワンストップサービスに関連する情報システム 

● 住民情報の連携・利用に関連する情報システム 

● 行政内部事務の効率化に関連する情報システム 

● ハードウェア統合で効率化が見込める情報システム 
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上記の方針により、最適化の対象範囲は以下となる。基幹系システムの①住民情報系の情報システムと、②

内部事務系の情報システムを再構築対象とする。③のその他システムについては、順次統合サーバ上に移行し、

システム運用を統合することで基本方針の実現を目指すこととする。 

 

 

 

再

構

築

対

象 

①住民情報系 

再構築対象システム選定方針の「窓口ワンストップ化に関連する情報システ

ム」「住民情報の連携・利用に関連する情報システム」より選定する。 

市民サービスの向上が期待されることから、窓口ワンストップサービスに関

連する情報システム、住民情報の連携・利用を行っていて、最適化による影

響が大きいと思われる情報システムが対象となる。 

また、再構築対象システム選定方針の「行政内部事務の効率化に関連する

情報システム」より選定する。庁内において、広い範囲の部署や多くの職員

に利用されていて、最適化による行政内部事務効率化の効果が高いと考え

られるシステムが対象となる。 

②内部事務系 

③その他システム 

（サーバ統合） 

再構築対象システム選定方針の「ハードウェア統合で効率化が見込めるシ

ステム」より、上記の再構築対象には含まれないが、サーバ統合により、運

用の効率化、職員負荷の軽減を図ることが可能な情報システムが対象とな

る。対象となる各情報システムのリースアップなど、調達のタイミングにあわ

せて、順次移行していくこととする。 
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3.2. 再構築対象システム 
3.1 の再構築対象システムの選定方針に基づき、既存の住民情報系 25 システム、内部事務系 8 システムを

再構築対象とし、これらを、一般的なパッケージ提供状況などを踏まえて、①住民情報系 14 システム、②内部

事務系 4システムに集約、整理する。 

 

選定した①住民情報系２５、②内部事務系８ の現行各システムを

一般的なパッケージ提供状況などを踏まえ ①住民情報系１４、②内部事務系４ 各システムに関連付け

選定した①住民情報系２５、②内部事務系８ の現行各システムを

一般的なパッケージ提供状況などを踏まえ ①住民情報系１４、②内部事務系４ 各システムに関連付け

②内部事務系システム

①住民情報系システム

選定した①住民情報系２５、②内部事務系８ の現行各システムを

一般的なパッケージ提供状況などを踏まえ ①住民情報系１４、②内部事務系４ 各システムに関連付け

選定した①住民情報系２５、②内部事務系８ の現行各システムを

一般的なパッケージ提供状況などを踏まえ ①住民情報系１４、②内部事務系４ 各システムに関連付け

②内部事務系システム

①住民情報系システム
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4. 再構築方針 

4.1. 再構築方針 
2.1 の最適化基本方針から、「オープン化」、「パッケージ準拠」、「共通基盤構築」を再構築の前提条件とし、

運用形態及びパッケージ形態については、自己保有による、統合パッケージの採用を再構築方針とする。 

ただし、一部の業務・システムについては、統合パッケージで提供していないものもあるため、個別パッケージ

を併用することとする。また、競争性確保の観点から、調達単位は競争性を確保できる単位での分離調達を実

施することとし、セキュリティ対応、災害対応、システム運用の負荷軽減などを鑑み、運用については、外部デー

タセンターの活用やシステム運用業務の外部委託にて実施することとする。 
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5. 再構築のスケジュール 

5.1. 調達単位 
4.1の 再構築方針に基づき、次の４つの考え方に基づき、調達単位を１０に分割する。 

 

● データ連携の多いシステム同士は同じ調達単位とする（信頼性向上、開発体力の削減） 

● 窓口業務や内部事務など関連の深いシステム同士は同じ調達単位とする（操作性向上、市民サービ

ス向上） 

● 多数のＩＴ事業者から提供されているパッケージ単位を考慮する（競争性の確保） 

● 現行システムのリースアップ時期から実施時期を一次開発と二次開発の２段階に分ける（コスト削減） 
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5.2. 再構築スケジュール 
各システムの制約条件・留意点として、法制度改正予定、リースアップ予定、システム固有の制約（システムの

老巧化など）、また、ＲＦＩ各社回答にて確認した事業者側の条件（対応可能な導入スケジュールなど）、5.1 の調

達単位などから、以下のスケジュールで再構築を進めることとする。 

 

一
次
開
発

二
次
開
発

H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２６年度 H２７年度 H２８年度

基本計画

再
構
築

H２４年度 H２５年度

計画策定

調達 開発

▼住記／戸籍

▼共通基盤／グループウエア

▼財務会計

▼住宅／衛生手数料／就学／健康管理

▼国保
▼税

▼後期高齢

調達 開発

▼福祉

調達 開発

▼人事給与

福祉系

内部事務系

▼介護
▼共通番号制度対応

▼文書管理

▼庶務事務
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6. 情報システム再構築の推進体制 

6.1. 推進体制 
情報システム再構築の推進体制におけるポイントは以下のとおり。 

● 岐阜市情報システム最適化検討部会で承認、岐阜市情報システム最適化推進委員会で決定した情

報システム最適化の構想・計画に従った、全庁統一的な方針に基づく事業推進 

● 情報システム分類ごとに設置される再構築作業部会の調整・連携による、関連各課、関連情報システ

ム間における統一的な考えに基づく最適化の推進 

 

 

 

 

組織 役割 

岐阜市情報システム最適化 

推進委員会 

副市長を委員長とし、情報システム最適化全般に関する決定権限を

持つ。 

岐阜市情報システム最適化 

検討部会 

情報システム最適化の検討に際して適宜設置される非定常的な組織

で、各作業部会の構想、計画などに対するレビュー及び承認を行う。 

作業部会 再構築対象システムを住民情報系、内部事務系のグループ単位に

分けて設置し、再構築について、基本的な方向性の構想、計画策定

などを行う。また、情報システムの再構築に際して、関連各課、情報シ

ステム間の調整や連携、情報提供などを行う。 

分科会 再構築対象業務システムごとに設置され、業務所管課が主体者とな

って、情報システムの企画、調達、開発、運用・保守、評価の各プロセ

スについて実作業を行う。 
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7. ＩＴガバナンスの強化 
2.1 の最適化の基本方針に示すとおり、岐阜市では情報システム最適化の基本方針の 1 つとして「ＩＴガバナ

ンス強化のための体制作りと手順の標準化」を挙げている。ここでは、岐阜市のＩＴガバナンスの現状を整理した

うえで、今後のＩＴガバナンス強化の取り組み方針と推進スケジュールについて記述する。 

 

7.1. ＩＴガバナンスにおける課題と改善の方向性 
岐阜市のＩＴガバナンスにおける課題は以下の３点に整理され、情報システムの評価サイクルの確立が求めら

れている。 

● 統一的な管理体制が十分に構築されていない。 

● 各情報システムが個別最適となっており、岐阜市全体での最適化が図られていない。 

● 情報システムの評価制度が十分に構築されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各所管部署で情報システムを導入、管理するため、岐阜市全体の観点での情報システム最適化が図られていない各所管部署で情報システムを導入、管理するため、岐阜市全体の観点での情報システム最適化が図られていない

統一的な管理体制が十分に構築されていない統一的な管理体制が十分に構築されていない

岐阜市の課題

情報システムを評価するための仕組みが構築されていない
（導入前における費用対効果の検討、予算化に際しての行政経営的な判断、導入後における目標値の達成状況）

情報システムを評価するための仕組みが構築されていない
（導入前における費用対効果の検討、予算化に際しての行政経営的な判断、導入後における目標値の達成状況）

情報システムの評価サイクルの確立

全庁横断的なIT 推進体制の確立

／評価機関の設置

全庁横断的なIT 推進体制の確立

／評価機関の設置
各所管部署に対する
専門家の支援

各所管部署に対する
専門家の支援 評価手続の確立評価手続の確立

システム導入から
運用までの流れの例

情報化計画

予算要求前
審査

予算化

調達前
審査

契約
発注

システム開
発、運用

導入後
の評価

原課

IT専門家

評価機
関

支援 支援

担当 システム導入から運用までの流れ

予算化

調達

評価

改善

業務
所管課

各所管部署で情報システムを導入、管理するため、岐阜市全体の観点での情報システム最適化が図られていない各所管部署で情報システムを導入、管理するため、岐阜市全体の観点での情報システム最適化が図られていない

統一的な管理体制が十分に構築されていない統一的な管理体制が十分に構築されていない

岐阜市の課題

情報システムを評価するための仕組みが構築されていない
（導入前における費用対効果の検討、予算化に際しての行政経営的な判断、導入後における目標値の達成状況）

情報システムを評価するための仕組みが構築されていない
（導入前における費用対効果の検討、予算化に際しての行政経営的な判断、導入後における目標値の達成状況）

情報システムの評価サイクルの確立

全庁横断的なIT 推進体制の確立

／評価機関の設置

全庁横断的なIT 推進体制の確立

／評価機関の設置
各所管部署に対する
専門家の支援

各所管部署に対する
専門家の支援 評価手続の確立評価手続の確立

システム導入から
運用までの流れの例

情報化計画

予算要求前
審査

予算化

調達前
審査

契約
発注

システム開
発、運用

導入後
の評価

原課

IT専門家

評価機
関

支援 支援

担当 システム導入から運用までの流れ

予算化

調達

評価

改善

業務
所管課

情報化計画

予算要求前
審査

予算化

調達前
審査

契約
発注

システム開
発、運用

導入後
の評価

原課

IT専門家

評価機
関

支援 支援

担当 システム導入から運用までの流れ

予算化

調達

評価

改善

業務
所管課
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7.2. ＩＴガバナンス強化の取り組み方針 
7.1 で整理した、岐阜市のＩＴガバナンスにおける課題と改善の方向性から、以下の２点を柱としてＩＴガバナン

スの強化に取り組むこととする。 

 

全庁的なＩＴガバナ

ンス強化体制の構

築 

ＩＴガバナンス強化に向けた体制を構築し、各組織の役割を明確化することで、ＩＴガ

バナンス強化への取り組みを全庁横断的なものとする。 

また、情報システムを、行政経営的視点およびＩＴ全庁最適の視点で評価する体制

を、ＩＴガバナンス強化体制の中に確立する。 

情報システム管理

手順の標準化（調

達ガイドライン策定） 

今後情報システムのライフサイクル全般に係わる職員が、岐阜市の情報システム最

適化の考え方、および標準的な情報システムの管理手順や具体的な作業を理解で

きるように、岐阜市の標準的な手順を定めた「調達ガイドライン」を策定する。 

 

 

各業務所管課の負荷軽減各業務所管課の負荷軽減過剰なＩＴ投資の排除過剰なＩＴ投資の排除全体最適化の維持全体最適化の維持 セキュリティレベル均一化セキュリティレベル均一化

【ITガバナンス強化の取組方針と効果】

【課題解決のための取組方針（全体最適化）】

情報システムの再構築情報システムの再構築 ITガバナンスの強化ITガバナンスの強化

情報システム管理手順の標準化
（調達ガイドライン策定）

情報システム管理手順の標準化
（調達ガイドライン策定）

全庁的な
ITガバナンス強化体制の構築

全庁的な
ITガバナンス強化体制の構築

全庁的なチェック・評価体制の確立全庁的なチェック・評価体制の確立 業務所管課／情報部門の役割明確化業務所管課／情報部門の役割明確化

高コスト体質からの脱却高コスト体質からの脱却 職員ノウハウの共有職員ノウハウの共有

各業務所管課の負荷軽減各業務所管課の負荷軽減過剰なＩＴ投資の排除過剰なＩＴ投資の排除全体最適化の維持全体最適化の維持 セキュリティレベル均一化セキュリティレベル均一化

【ITガバナンス強化の取組方針と効果】

【課題解決のための取組方針（全体最適化）】

情報システムの再構築情報システムの再構築 ITガバナンスの強化ITガバナンスの強化

情報システム管理手順の標準化
（調達ガイドライン策定）

情報システム管理手順の標準化
（調達ガイドライン策定）

全庁的な
ITガバナンス強化体制の構築

全庁的な
ITガバナンス強化体制の構築

全庁的なチェック・評価体制の確立全庁的なチェック・評価体制の確立 業務所管課／情報部門の役割明確化業務所管課／情報部門の役割明確化

高コスト体質からの脱却高コスト体質からの脱却 職員ノウハウの共有職員ノウハウの共有

 
 



 

 

14 

7.3. ＩＴガバナンス強化の取り組み内容 

7.3.1. 情報システムのライフサイクル 

7.2 で整理した取り組み方針を受けて、下図に示す企画・調達・開発・運用・保守・評価の情報システムライフ

サイクル全般を対象としてＩＴガバナンスの強化に取り組むこととする。 

 

Ⅰ．企画 Ⅱ．調達 Ⅲ．開発

Ⅳ．運用

現状維持/改修/再構築する場合の流れ

Ⅴ．保守

Ⅵ．評価

案件の整理

システム化計画策定

総合評価

予算申請

調達計画の策定

調達準備

調達実施

契約

プロジェクト計画の
策定

要件定義

設計・開発・テスト

運用テスト・移行

保守計画の策定

保守作業の実施

テスト・移行

保守作業報告

業務・システム評価
（毎事業年度）

業務・システム評価
（次期企画時）

運用計画の策定

運用の実施

Ⅰ．企画 Ⅱ．調達 Ⅲ．開発

Ⅳ．運用

現状維持/改修/再構築する場合の流れ

Ⅴ．保守

Ⅵ．評価

案件の整理

システム化計画策定

総合評価

予算申請

調達計画の策定

調達準備

調達実施

契約

プロジェクト計画の
策定

要件定義

設計・開発・テスト

運用テスト・移行

保守計画の策定

保守作業の実施

テスト・移行

保守作業報告

業務・システム評価
（毎事業年度）

業務・システム評価
（次期企画時）

運用計画の策定

運用の実施

 

7.3.2. 専門的支援と行政経営的評価 

情報システムライフサイクルにおいて、全庁的視点でＩＴ専門家が各業務所管課を支援し、評価機関が行政

経営的評価（事前／事後）を実施する体制と運用手順を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務所管課 財政課

・予算化

・調達準備

・契約

契約課

起案起案

ＩＴ専門家 評価機関

事前評価事前評価

予算要求 予算査定

支援支援調達準備

契約手続
契約依頼

予算化予算化

調達調達

開発開発

運用運用

保守保守

評価
（事後評価）

評価
（事後評価）

・事後評価
・改善検討 自己評価自己評価

事後評価事後評価

支援支援

次期判断次期判断

情
報
シ
ス
テ
ム
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

支援支援・起案
・予算化支援
・事前評価

・調達手配支援

（事前評価）

調達ガイドライン

第一章ガイドラインの概要

第二章推進体制

第三章調達ガイドライン
１．企画プロセス
２．調達プロセス
３．開発プロセス
４．運用プロセス
５．保守プロセス
６．評価プロセス

第四章推進スケジュール

事前評価事前評価

事後評価事後評価

全庁的視点で
専門的支援／行政経営的評価

全庁的視点で
専門的支援／行政経営的評価

支援支援各種手配
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7.4. ＩＴガバナンス強化にかかる推進体制 
ＩＴガバナンスの強化にかかる推進体制のポイントは以下のとおり。 

● CIOによる全庁横断的なリーダーシップによる推進と、それを支援する CIO補佐官の任命 

● 全庁統一的な基準に基づく業務所管課の取り組みと、それを管理面・技術面から支援する PMO の

組織強化 

● 上記を含めた全庁体制における各実施主体の役割明確化と周知、理解 

 

 

 

 

組織 役割 

岐阜市情報システム最適化 

推進委員会 

CIO を委員長として組織され、ＩＴ政策全般に対する承認権限をもち、

政策の推進を担う 

岐阜市情報システム最適化 

検討部会 

情報システムの企画、評価段階において、行政経営的視点での情報

システムの評価・検証を行う 

PMO CIO 補佐官を長として組織され、情報システムの企画、調達、開発、

運用、保守、評価の各プロセスにおいて、技術的・専門的視点で業務

所管課を支援する 
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7.5. ＩＴガバナンス強化の推進スケジュール 
平成 22 年度は、ＩＴガバナンス強化の推進体制の整備を進める。また、管理手順の標準化については、再構

築の対象となっている情報システムについて、企画・調達・開発プロセスを「調達ガイドライン」に従って実施する

「パイロット運用」の期間と位置づける。平成 23 年度以降は、推進体制が整備された状態で本格的にＩＴガバナ

ンス強化を推進する「本運用」の期間となる。「調達ガイドライン」を適用するプロセスについても、平成24年度以

降は運用・保守・評価までを含めることとし、ライフサイクル全般にわたる管理を実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

以上 


